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意見提出者 個人 

 
１．項目 青少年ネット規制法・青少年健全育成条例・携帯フィルタリング義務化 

２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

 携帯電話におけるフィルタリングの義務化を中心とする、青少年ネット

規制法が、２００８年６月に成立し、２００９年４月から施行されている。 

 また、東京都等の地方自治体が、青少年保護健全育成条例の改正により、

各自治体の定める理由によってしか子供のフィルタリングの解除を認め

ず、違反した事業者に対する調査指導権限を自治体に与え、携帯フィルタ

リングの実質完全義務化を推し進めようとしている。 

 しかし、そもそも、フィルタリングサービスであれ、ソフトであれ、今

のところフィルタリングに関するコスト・メリット市場が失敗していない

以上、かえって必要なことは、不当なフィルタリングソフト・サービスの

抱き合わせ販売の禁止によって、消費者の選択肢を増やし、利便性と価格

の競争を促すことだったはずである。一昨年から昨年にかけて大騒動にな

ったあげく、ユーザーから、ネット企業から、メディア企業から、とにか

くあらゆる者から大反対されながらも、有害無益なプライドと利権の確保

を最優先する一部の議員と官庁の思惑のみから成立した今の青少年ネット

規制法による規制は、一ユーザー・一消費者・一国民として全く評価でき

ないものであり、速やかに法律の廃止が検討されるべきである。 

 フィルタリングに関する規制については、フィルタリングの存在を知り、

かつ、フィルタリングの導入が必要だと思っていて、なお未成年にフィル

タリングをかけられないとする親に対して、その理由を聞くか、あるいは

フィルタリングをかけている親に対して、そのフィルタリングの問題を聞

くかして、きちんと本当の問題点を示してから検討してもらいたいとパブ

コメ等で再三意見を述べているが、今に至るもこのような本当の問題点を

示す調査はなされていない。繰り返しになるが、フィルタリングについて、

一部の者の一方的な思い込みによって安易に方針を示すことなく、本当の

問題点を把握した上で検討を進めるべきである。 

 また、東京都等の地方自治体の推し進める携帯フィルタリングの実質完

全義務化について、このような青少年ネット規制法の精神にすら反してい

る行き過ぎた規制の推進は、地方自治体法第２４５条の５に定められてい

るところの、都道府県の自治事務の処理が法令の規定に違反しているか著

しく適正を欠きかつ明らかに公益を害していると認めるに足ると考えられ

るものであり、同じく不適切なその他の情報規制推進についても合わせ、

総務大臣から各地方自治体に迅速に是正命令を出すべきである。 

 なお、フィルタリングについては、その政策決定の迷走により、総務省

は携帯電話サイト事業者に無意味かつ多大なダメージを与えた過去があ

る。携帯フィルタリングについて、ブラックリスト方式ならば、まずブラ

ックリストに載せる基準の明確化から行うべきなので、不当なブラックリ
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スト指定については、携帯電話事業者がそれぞれの基準に照らし合わせて

無料で解除する簡便な手続きを備えていればそれで良く、健全サイト認定

第３者機関など必要ないはずである。ブラックリスト指定を不当に乱発し、

認定機関で不当に審査料をせしめ取り、さらにこの不当にせしめた審査料

と、正当な理由もなく流し込まれる税金で天下り役人を飼うのだとしたら、

これは官民談合による大不正行為以外の何物でもない。このようなブラッ

クリスト商法の正当化は許されない。今までのところ、フィルタリングサ

ービスであれ、ソフトであれ、今のところフィルタリングに関するコスト・

メリット市場が失敗しているとする根拠はなく、かえって必要なことは、

不当なフィルタリングソフト・サービスの抱き合わせ販売の禁止によって、

消費者の選択肢を増やし、利便性と価格の競争を促すことだったはずであ

り、廃止するまでにおいても、青少年ネット規制法の規制は、フィルタリ

ングソフト・サービスの不当な抱き合わせ販売を助長することにつながる

恐れが強く、このような不当な抱き合わせ販売について独禁法の適用が検

討されるべきである。 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

青少年ネット規制法（正式名称は、「青少年が安全に安心してインターネ

ットを利用できる環境の整備等に関する法律」） 

各地方自治体の青少年健全育成条例の改正検討（東京都の条例の正式名称

は、「東京都青少年の健全な育成に関する条例」） 

 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

・青少年ネット規制法を廃止する。 

・廃止するまでにおいても、規制を理由にしたフィルタリングに関する不

当な便乗商法に対する監視を政府において強め、フィルタリングソフト・

サービスの不当な抱き合わせ販売について独禁法の適用を検討する。 

・東京都等の地方自治体における青少年保護健全育成条例の改正の検討に

対し、その不適切な情報規制推進について、地方自治体法第２４５条の５

に基づき、総務大臣から各地方自治体に迅速に是正命令を出す。 

 


